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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 42,004 △19.1 6,145 △31.7 2,895 △53.1 △8,706 ―

21年3月期 51,935 65.5 8,998 △2.2 6,178 △13.9 862 △76.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △58.50 ― △13.8 0.9 14.6
21年3月期 5.81 5.12 1.3 2.0 17.3

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △2百万円 21年3月期  △66百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 303,456 58,764 19.2 392.14
21年3月期 317,439 70,598 21.3 454.57

（参考） 自己資本   22年3月期  58,359百万円 21年3月期  67,661百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 16,399 △5,740 △3,104 36,610
21年3月期 17,711 △12,081 17,754 29,055

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 1,786 206.9 2.6
22年3月期 ― 3.00 ― 0.00 3.00 446 ― 0.7

23年3月期 
（予想）

― 2.00 ― 2.00 4.00 29.9

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

12,800 △9.9 3,100 △15.5 1,300 △38.3 700 27.4 4.68

通期 28,500 △32.2 7,200 17.2 3,600 24.3 2,000 ― 13.38
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 149,503,980株 21年3月期 149,503,980株

② 期末自己株式数 22年3月期  682,986株 21年3月期  657,579株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 38,218 △21.7 7,717 △9.3 4,796 △21.2 △8,851 ―

21年3月期 48,834 73.1 8,505 △1.6 6,087 △11.2 1,161 △68.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △59.47 ―

21年3月期 7.82 6.89

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 295,641 58,185 19.7 390.98
21年3月期 302,002 67,637 22.4 454.41

（参考） 自己資本 22年3月期  58,185百万円 21年3月期  67,637百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。 
実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページを参照して下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

11,600 △8.7 3,000 △11.9 1,300 △35.5 700 21.2 4.68

通期 25,800 △32.5 6,500 △15.8 3,500 △27.0 2,000 ― 13.38
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１． 経営成績に関する分析 

 (1) 当連結会計年度の概況 

  当連結会計年度のわが国経済は、対外経済環境の改善により、一部に輸出や生産に持ち直しの動きが見られるもの

 の、依然として厳しい雇用・所得環境が続いており、個人消費の自律的回復力は弱く、厳しい状況で推移いたしまし

 た。 

  こうした中、不動産業界におきましては、世界的な金融危機の影響による市場の混乱は収束しつつあるものの、地

 価が住宅地・商業地ともに全国的に下落するなど、市況の冷え込みが続きました。 

  オフィスビル市場においては、実体経済の影響を受けたオフィス縮小や、新規供給に伴う募集面積の増加等によ 

 り、空室在庫の増加に歯止めがかからず、テナント誘致競争も激化するなど、市況の弱含みが鮮明になりました。 

  一方、マンションをはじめとした住宅市場においては、在庫や価格の調整が進んだことにより、契約率は概ね順調

 に推移したものの、雇用・所得環境が引き続き厳しいことなどから、着工件数及び販売戸数は低水準で推移いたしま

 した。 

  また、不動産投資市場におきましては、資金供給面で厳しい状況が続いてまいりましたが、年明け以降、投資法人

 債の発行や公募増資による物件取得も行われるようになるなど、回復の兆しが見られるようになってまいりました。

  このような状況のもと、当社グループの各事業部門の概況は、次のとおりであります。 

  

(2) 各事業部門の状況  

（ビル事業部門） 

  本部門においては、「セントライズ栄」（名古屋市中区）が本年２月に竣工しましたが、前連結会計年度に所有ビ

ルを売却したこと等により、その売上高と賃貸収益が大きく減少いたしました。 

 これにより、証券取引所賃貸収益は51億44百万円（前期比2百万円、0.0％増）、一般オフィス賃貸収益は93億2百 

万円（同4億12百万円、4.2％減）、商業施設賃貸収益は31億40百万円（同4億25百万円、11.9％減）となり、これに 

土地賃貸収益等を加えたビル事業の収益は、179億63百万円（同76億71百万円、29.9％減）となりました。 

  なお、当連結会計年度末の当社の賃貸用ビルの空室率は、3.3％であります。また、セントライズ栄を除いた既存 

ビルの空室率は、2.1％であります。 

    

 （住宅事業部門） 

  本部門のうち分譲事業においては、「SHINKA CITY（ステーションスイート）」（川崎市幸区）など合計242戸のマ

ンションの販売を行いましたため、その収益は、114億13百万円（前期比40億64百万円、55.3％増）となりました。 

 一方、賃貸住宅事業収益は、7億74百万円（同9百万円、1.2％減）となり、その他収益を含めた住宅事業の収益 

は、123億37百万円（同27億66百万円、28.9％増）となりました。 

  

（資産開発事業部門） 

  本部門においては、開発不動産売上高の減少等のため、不動産の開発及びマネジメント業務における収益は、90億

 95百万円（前期比55億13百万円、37.7％減）となりました。   

  

 （その他の事業部門） 

  不動産仲介事業では、事業法人や投資ファンドへの営業活動により、4億61百万円（前期比34百万円、8.2％増）の

 収益となりました。 

 請負工事建物管理事業は16億45百万円（同4億35百万円、36.0％増）、介護付有料老人ホーム事業は4億17百万円 

（同33百万円、8.9％増）、と本部門の収益は、26億8百万円（同4億87百万円、23.0％増）となりました。 

  

 (3) 当社グループの全体の状況  

  以上により、当連結会計年度における当社グループ全体の状況は次のとおりとなりました。 

 営業収益は420億4百万円（前期比99億30百万円、19.1％減）、売上原価は棚卸資産の簿価切り下げを行い315億15 

百万円（同62億10百万円、16.5％減）となり、販売費及び一般管理費は、43億43百万円（同8億68百万円、16.7％ 

減）となりました。 

 この結果、営業利益は61億45百万円（同28億52百万円、31.7％減）、経常利益は28億95百万円（同32億83百万円、

53.1％減）となりました。さらにREIT運営事業強化等のために所有ビルを譲渡したことなどによる特別利益27億34百

万円を計上する一方、保有する固定資産や営業出資の評価損などによる特別損失183億35百万円を計上したため、当 

期純損失は87億6百万円となりました。 

  

１．経営成績
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 (4) 次期の業績見通し 

  世界的な金融危機の影響による世界経済の混乱は収束しつつあるものの、わが国経済は、依然として厳しい状況 

 にあり、景気の先行きについても、緩やかな回復基調にあると予測されますが、当面不透明な状況が続くと思われ  

 ます。 

  このような状況のもと、ビル事業部門は、当連結会計年度に計上いたしました所有ビルの売却による収益の減少 

 等により、営業収益は173億円（前期比6億円、3.7％減）となる見通しであります。 

  住宅事業部門は、分譲住宅の販売戸数の減少により、64億円の収益計上（同51億円、44.7％減）の見込みです。 

  また、賃貸住宅事業の収益は8億円（同0億円、3.3％増）を予定し、これら住宅事業部門の営業収益は72億円（同 

 51億円、41.6％減）の見通しであります。 

  資産開発事業部門は、開発不動産売上高の減少により、23億円（同67億円、74.7％減）の収益見通しであります。

  以上３部門に不動産仲介事業、請負工事建物管理事業、介護付有料老人ホーム事業などその他の部門の収益を加え

 た当社グループ全体の営業収益は、285億円（同135億円、32.2％減）となる見通しであります。 

  営業利益は72億円（同10億円、17.2％増）、経常利益は36億円（同7億円、24.3％増）、当期純利益は20億円とな 

 る見通しであります。 

  

２． 財政状態に関する分析 

(1) 当連結会計年度末の資産、負債、純資産   

 ① 総資産の減少の主な要因は、有形固定資産154億24百万円の減少によるものです。 

 ② 総負債の減少の主な要因は、普通社債49億90百万円の減少によるものです。 

 ③ 純資産の減少の主な要因は、利益剰余金157億83百万円の減少によるものです。 

  

  

  

＜連結＞ （単位：百万円）

  当連結会計年度末 前連結会計年度比 

総資産  303,456 △13,982 

総負債  244,691 △2,149 

純資産  58,764 △11,833 

有利子負債  208,872 △1,420 

＜単体＞ （単位：百万円）

  当会計年度末 前会計年度比 

総資産  295,641 △6,360 

総負債  237,456 +3,091 

純資産  58,185 △9,452 

有利子負債  203,322 +4,030 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ75億54百万円増加し、366億10百万円となりました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少113億85百万円及び営業出資の減少30億98百万円などが

あり、163億99百万円の資金の増加となりました。（前年同期は177億11百万円の増加） 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、ビル事業における有形固定資産の取得による支出77億54百万円及び投資

有価証券の取得による支出35億10百万円などがあり、57億40百万円の資金の減少となりました。（前年同期は120億

81百万円の減少） 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入287億円及び社債の発行による収入160億円などが

あった一方、長期借入金の返済による支出257億90百万円、社債の償還による支出178億10百万円及び社債の買入消

却による支出53億22百万円などがあり、31億4百万円の資金の減少となりました。（前年同期は177億54百万円の増

加） 

  

(注) 各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

           自己資本比率：自己資本／総資産 

           時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

           債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

           インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債及び新株予約権付

社債を対象としております。また、利払いは連結損益計算書に計上されている支払利息を使用しております。 

営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。 

３． 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社の主要事業であるビル賃貸事業は、長期的な展望に立っての事業展開が必要であり、そのためには安定した

財務基盤の確保を図ることが経営上の重要な課題の一つと考えております。こうした観点から、株主各位に対する

利益還元につきましては、業績の推移を踏まえつつ、連結配当性向30％以上を目途とすることを基本方針としてお

ります。 

  平成22年３月期に関しましては、損失の計上となりましたことから、期末配当金は見送りとし、年間配当金３円

（第２四半期に実施済み）とさせていただく予定です。 

  平成23年３月期につきましては、業績見通しを踏まえ、１株当たりの配当金といたしまして第２四半期２円、期

末２円（年間配当金４円）を行う計画でありますが、期末配当金につきましては、利益還元に関する基本方針に基

づき、決定させていただく予定であります。 

  

項目 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率 ％ 33.3 ％ 31.4  ％ 22.6  ％ 21.3  ％ 19.2

時価ベースの自己資本比率 ％ 64.4 ％ 54.1  ％ 23.3  ％ 10.0  ％ 13.8

債務償還年数 年 11.5  年 －  年 － 年 11.9 年 12.7

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ 
倍 6.1  倍 －   倍 －  倍 5.9  倍 4.9
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１．企業集団等の概要 

 当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下「当社」という。）と連結子会社11社で構成されております。当社

グループが営んでいる主な事業内容、当該事業に携わっている会社名及び各社の当該事業における位置付けは次のと

おりであります。 

 なお、当社グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は、同一であります。 

(1）ビル事業 

 当社、平和サービス株式会社及び株式会社大阪証券会館は、オフィス等の建物設備及び土地の賃貸ならびに管理

を行っております。 

(2）住宅事業 

 当社は居住用不動産の開発・販売及び賃貸等を、平和サービス株式会社は居住用不動産の賃貸を行っておりま

す。 

(3）資産開発事業 

 当社は、収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント事業を行っております。 

 有限会社タイタン、有限会社エイチツー、有限会社カシオペア・インベストメント、有限会社スターワンリアル

ティ、有限会社スターツーリアルティ及び有限会社カリテスは、匿名組合契約方式による不動産を信託財産とする

信託受益権の取得、保有及び管理等を行っております。 

  カナル投信株式会社は、クレッシェンド投資法人の資産運用を行っております。 

(4）その他の事業 

 当社、平和サービス株式会社及びハウジングサービス株式会社は、不動産の仲介等を行っております。平和サー

ビス株式会社は、主に当社が所有する建物設備保守管理及び改修工事請負事業、保険代理店業務等を行っておりま

す。平和ヘルスケア株式会社は、介護付有料老人ホーム事業を行っております。 

 上記の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

２．企業集団の状況
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △859 △950

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △90 750

当期変動額合計 △90 750

当期末残高 △950 △200

土地再評価差額金   

前期末残高 9,025 9,109

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 5,737

当期変動額合計 83 5,737

当期末残高 9,109 14,846

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,165 8,158

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 6,487

当期変動額合計 △7 6,487

当期末残高 8,158 14,645

少数株主持分   

前期末残高 3,027 2,936

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △91 △2,530

当期変動額合計 △91 △2,530

当期末残高 2,936 405

純資産合計   

前期末残高 70,456 70,598

当期変動額   

新株の発行 1,117 －

剰余金の配当 △1,625 △1,339

当期純利益又は当期純損失（△） 862 △8,706

自己株式の取得 △34 △7

自己株式の処分 3 0

土地再評価差額金の取崩 △83 △5,737

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △98 3,956

当期変動額合計 142 △11,833

当期末残高 70,598 58,764
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,855 △12,706

減価償却費 5,666 5,054

投資有価証券評価損益（△は益） 3,765 －

固定資産除却損 133 1,269

営業出資評価損益（△は益） － 4,607

減損損失 － 10,626

貸倒引当金の増減額（△は減少） 824 41

賞与引当金の増減額（△は減少） 5 △37

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △48 △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 173 △87

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23 －

受取利息及び受取配当金 △244 △240

支払利息 2,966 3,270

社債発行費償却 27 68

投資有価証券売却損益（△は益） － △235

固定資産売却損益（△は益） △10 △841

売上債権の増減額（△は増加） △759 772

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,154 11,385

営業出資の増減額（△は増加） △4,368 3,098

前払費用の増減額（△は増加） 2 193

未収入金の増減額（△は増加） 539 △258

仕入債務の増減額（△は減少） △984 △794

前受金の増減額（△は減少） △494 △288

未払消費税等の増減額（△は減少） 649 △648

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △771 △1,096

その他 135 △1,039

小計 19,241 22,107

利息及び配当金の受取額 244 240

利息の支払額 △2,979 △3,215

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,205 △2,731

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,711 16,399
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △100 △248

有価証券の取得による支出 △100 △600

有価証券の売却及び償還による収入 19 124

投資有価証券の取得による支出 △703 △3,510

投資有価証券の売却及び償還による収入 32 454

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △397

有形固定資産の取得による支出 △10,496 △7,754

有形固定資産の売却による収入 115 6,949

無形固定資産の取得による支出 △31 △59

長期前払費用の取得による支出 △523 △341

差入保証金の差入による支出 △439 △527

差入保証金の回収による収入 158 356

保険積立金の解約による収入 3 －

その他 △16 △185

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,081 △5,740

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,270 2,780

長期借入れによる収入 21,000 28,700

長期借入金の返済による支出 △7,387 △25,790

社債の発行による収入 5,000 16,000

社債の償還による支出 － △17,810

社債の買入消却による支出 △200 △5,322

新株予約権付社債の償還による支出 △52 －

自己株式の取得による支出 △34 △4

配当金の支払額 △1,627 △1,339

少数株主への配当金の支払額 △72 △178

少数株主への出資金の返還による支出 △43 －

その他 △97 △139

財務活動によるキャッシュ・フロー 17,754 △3,104

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23,384 7,554

現金及び現金同等物の期首残高 5,670 29,055

現金及び現金同等物の期末残高 ※  29,055 ※  36,610
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数…10社 

連結子会社の名称…平和サービス㈱、平

和ヘルスケア㈱、㈱大阪証券会館、㈲タ

イタン、㈲エイチツー、㈲カシオペア・

インベストメント、㈲スターワンリアル

ティ、㈲スターツーリアルティ、㈲カリ

テス、ハウジングサービス㈱ 

 連結子会社の数…11社 

連結子会社の名称…平和サービス㈱、平

和ヘルスケア㈱、㈱大阪証券会館、カナ

ル投信㈱、㈲タイタン、㈲エイチツー、

㈲カシオペア・インベストメント、㈲ス

ターワンリアルティ、㈲スターツーリア

ルティ、㈲カリテス、ハウジングサービ

ス㈱ 

 なお、従来持分法適用会社であったカナ

ル投信㈱は株式の追加取得により子会社

となったため、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

①持分法適用の非連結子会社…該当事項は

ありません。 

①持分法適用の非連結子会社…該当事項は

ありません。 

  ②持分法適用の関連会社の数…1社 

持分法適用の関連会社の名称…カナル投

信㈱ 

② 持分法適用の関連会社の数…0社  

なお、カナル投信㈱は株式の追加取得に

より子会社となったため、当連結会計年

度より持分法適用の範囲から除外してお

ります。        

  ③持分法適用会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

③       同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈲タイタンの決算日は

8月31日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、2月28日で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。 

また、㈲エイチツーの決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に当たって

は、2月28日で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

また、㈲カシオペア・インベストメント、

㈲スターワンリアルティ、㈲スターツーリ

アルティ、㈲カリテスの決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成に当たっ

ては、決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

ただし、これらの会社での連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

 償却原価法（定額法）を採用してお

ります。 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

同左  

  その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定。）を採用

しております。 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

同左 

  ｂ 時価のないもの… 

 主として総平均法による原価法を

採用しております。 

ｂ 時価のないもの… 

同左 

  たな卸資産 

 主として総平均法による原価法を採

用しております。 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

たな卸資産 

同左  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）… 

 定率法を採用しております。ただし、

東京証券取引所ビルほか２棟のビル及び

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

 なお、連結子会社については、主に定

額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物    ８～50年 

機械装置及び運搬具  ６～10年 

工具、器具及び備品  ５～15年 

有形固定資産（リース資産を除く）… 

同左 

   なお、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間

で均等償却する方法によっております。
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、機械装置の耐

用年数については、当連結会計年度より

改正後の耐用年数を適用しております。 

 これにより従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は100百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

────── 

  

  無形固定資産（リース資産を除く）… 

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

無形固定資産（リース資産を除く）… 

同左 

  リース資産… 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

リース資産… 

同左  

  

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費… 

 社債の償還までの期間にわたり定額法

により償却しております。 

社債発行費… 

同左  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

貸倒引当金 

同左 

  役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

役員賞与引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 従業員及び年金受給者の退職給付に備

えるため、当期末における退職給付債務

から年金資産の公正な評価額を控除した

額を計上しております。なお、中小企業

退職金共済制度などを採用している連結

子会社は、退職給付引当金を計上してお

りません。 

退職給付引当金 

同左  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 主として親会社は、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外消

費税等は、当連結会計年度の費用として

処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

５年間の定額法により償却を行っておりま

す。 

 同左  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３

か月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益への影響はありません。  

────── 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 １ たな卸資産 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて「たな卸資産」として掲記していたものは、当連結会

計年度より「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」「その

他のたな卸資産」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「販売用不動産」

「仕掛販売用不動産」「その他のたな卸資産」はそれぞれ

18,500百万円、29,963百万円、3百万円であります。 

 また、従来「不動産信託受益権」として表示しておりま

した販売用の不動産を対象とする信託受益権（当連結会計

年度末残高12,999百万円）につきましては、その実態・性

質を鑑み当連結会計年度より、「販売用不動産」に含めて

表示しております。なお、前連結会計年度末における「不

動産信託受益権」の残高は13,153百万円であります。 

────── 

  

 ２ 敷金及び保証金 

 従来、区分掲記しておりました「保証金」及び「敷金」

につきましては、その実態・性質を鑑み当連結会計年度よ

り、「長期預り敷金保証金」として表示しております。な

お当連結会計年度末における「保証金」及び「敷金」の残

高はそれぞれ4,047百万円、17,891百万円であります。  
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 「貸倒引当金繰入額」は前連結会計年度まで、販売費及

び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度において、その金額的重要性が増した

ため区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金繰入額」は

43百万円であります。 

（連結損益計算書） 

 「支払手数料」は前連結会計年度まで、販売費及び一般

管理費の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において、その金額的重要性が増したため区分

掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「支払手数料」は 百

万円であります。 

471

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資産

売却益」（当連結会計年度は△10百万円）及び「固定資産

売却損」（当連結会計年度はありません）は、ＥＤＩＮＥ

ＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向

上するため、当連結会計年度より「固定資産売却損益（△

は益）」として表示しております。 

  

  

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 資産の保有目的の変更 

 従来流動資産として計上されていた「販売用不動産」及

び「仕掛販売用不動産」12,307百万円を、保有目的の変更

により当連結会計年度末に「土地」及び「建物及び構築

物」等に振替えております。 

────── 

  

２ 役員退職慰労金制度の廃止 

 当社及び連結子会社は平成20年６月開催の株主総会決議

において、役員退職慰労金制度の廃止及び同退職慰労金の

退任時における打切り支給につき承認を受けております。

これに伴い、「役員退職慰労引当金」の残高を全額取り崩

し、打切り支給額の未払い分454百万円については固定負

債の「長期未払金」に表示しております。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１ ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

  

投資有価証券（関連会社株式） 258百万円       

２ 保証債務 １ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
430百万円 

合計 430百万円 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
430百万円 

合計 430百万円 

３ ※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月

31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３

月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行っており、当該評価差額に係る

税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

２ ※１ 同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に、合理的な調整を

行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日   

平成13年３月31日   

４ ※３ 担保に供している資産並びに担保付債務 ３ ※２ 担保に供している資産並びに担保付債務 

（1）担保に供している資産 （1）担保に供している資産 

販売用不動産 12,200百万円 

建物 20,546百万円 

土地 30,968百万円 

合計 63,715百万円 

販売用不動産 9,102百万円 

建物 22,861百万円 

土地 35,254百万円 

合計 67,218百万円 

 上記のうち、ノンリコースローン（責任財産限定

特約付借入金）に対して担保に供している資産 

 上記のうち、ノンリコースローン（責任財産限定

特約付借入金）に対して担保に供している資産 

販売用不動産 12,200百万円 

建物 598百万円 

土地 2,813百万円 

合計 15,612百万円 

販売用不動産 5,553百万円 

合計 5,553百万円 
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前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

（2）担保付債務 （2）担保付債務 

１年内償還予定の社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 
12,390百万円 

社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

4,430百万円 

長期借入金 12,820百万円 

長期預り敷金保証金 4,865百万円 

合計 35,075百万円 

１年内償還予定の社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 
7,253百万円 

預り金 141百万円 

社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

3,860百万円 

長期借入金 15,167百万円 

長期預り敷金保証金 4,723百万円 

合計 31,715百万円 

 上記のうち、ノンリコースローン  上記のうち、ノンリコースローン 

１年内返済予定の長期借

入金 

11,050百万円 

合計 11,050百万円 

長期借入金 2,700百万円 

合計 2,700百万円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

                   5,328百万円  

１ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産等評価損が売上原価に

含まれております。 

                   百万円  6,321

２ ※２ 固定資産売却益の内訳 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳 

フロール巣鴨（9戸）土

地建物 

6百万円 

その他 3百万円 

計 10百万円 

茅場町平和ビル土地建物 2,465百万円 

学芸大学グランフォート

（1戸）土地建物 

11百万円 

フロール巣鴨（15戸）土

地建物 

4百万円 

計 2,481百万円 

  ３ ※３ 固定資産売却損の内訳 

  紀繁ビル土地建物 1,638百万円 

その他 1百万円 

計 1,640百万円 

３ ※３ 固定資産除却損の内訳 ４ ※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 127百万円 

工具、器具及び備品他 6百万円 

計 133百万円 

一番町平和ビル建物設備

他 

1,225百万円 

その他 44百万円 

計 1,269百万円 

 ４ ※４ 建物設備解体費の内訳  ５ ※５ 建物設備解体費の内訳 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地下部分解体工

事 

192百万円 

計  192百万円 

一番町平和ビル解体工事 192百万円 

計  192百万円 

５ ※５ 投資有価証券評価損の内訳 ６ ※６ 営業出資評価損の内訳 

上場株式（14銘柄） 3,261百万円 

非上場株式（2銘柄） 504百万円 

計 3,765百万円 

特定目的会社への優先出

資 

4,607百万円 

計 4,607百万円 
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  ７ ※７ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。  

  地域 主な用途 種類  減損損失 

首都圏 賃貸ビル２棟
土地及び建

設仮勘定  
 百万円 7,501

その他 賃貸ビル２棟
土地及び建

物  
 百万円 3,125

  ※地域ごとの減損損失の内訳 

・首都圏7,501（内、土地6,523、建設仮勘定978） 

 百万円 

・その他3,125（内、土地2,328、建物797）百万円

  当社グループは、他の資産または資産グループのキャ

ッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを

行っております。 

  当連結会計年度において、賃貸不動産に係る賃料水準

の大幅な下落及び継続的な地価の下落により、収益性

が著しく低下している賃貸不動産４件の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（10,626百万円）として特別損失に計上しました。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、主として不動産鑑定士による

鑑定評価額を使用しております。  
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１.普通株式の発行済株式数の増加2,419,885株は、第5回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換によ 

     る増加であります。 

 ２.普通株式の自己株式の株式数の増加93,781株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 ３.普通株式の自己株式の株式数の減少14,598株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１  147,084,095  2,419,885  －  149,503,980

合計  147,084,095  2,419,885  －  149,503,980

自己株式         

普通株式（注）２、３  578,396  93,781  14,598  657,579

合計  578,396  93,781  14,598  657,579

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  732  5.0 平成20年３月31日 平成20年６月27日 

平成20年10月31日 

取締役会 
普通株式  893  6.0 平成20年９月30日 平成20年11月26日 

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  893  利益剰余金  6.0 平成21年３月31日 平成21年６月26日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加26,654株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 ２.普通株式の自己株式の株式数の減少1,247株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

２．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  149,503,980  －  －  149,503,980

合計  149,503,980  －  －  149,503,980

自己株式         

普通株式（注）１、２  657,579  26,654  1,247  682,986

合計  657,579  26,654  1,247  682,986

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  893  6.0 平成21年３月31日 平成21年６月26日 

平成21年10月31日 

取締役会 
普通株式  446  3.0 平成21年９月30日 平成21年12月１日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１．※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

１．※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

現金及び預金勘定 22,267百万円 

有価証券勘定 7,075百万円 

計 29,343百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △162百万円 

取得日から償還日までが３か月を超

える債券等 

△124百万円 

現金及び現金同等物 29,055百万円 

現金及び預金勘定 16,066百万円 

有価証券勘定 21,554百万円 

計 37,621百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △411百万円 

取得日から償還日までが３か月を超

える債券等 

△600百万円 

現金及び現金同等物 36,610百万円 

２．重要な非資金取引の内容   

  

新株予約権の行使による資本金増加

額 

558百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 

558百万円 

新株予約権の行使による新株予約

権付社債減少額 

1,118百万円 

  
   

  ２． 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

   株式の追加取得により新たにカナル投信㈱を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

カナル投信㈱の取得価額とカナル投信㈱取得のための

支出(純額)との関係は次のとおりであります。  

  流動資産 574百万円 

固定資産 213百万円 

のれん 182百万円 

流動負債 △19百万円 

固定負債 △29百万円 

株式取得価額 921百万円 

支配獲得時までの持分法評価額 △258百万円 

追加取得した株式の取得価額 663百万円 

カナル投信㈱の現金及び現金同等物 △265百万円 

差引：取得による支出 397百万円 
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（リース取引関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）
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 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

 当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや

賃貸商業施設、賃貸住宅等を所有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、当社及び連結子会社が使用

しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。 

 これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計

年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

 ２．賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額はセントライズ栄の竣工（4,830百万円）であ

り、主な減少額は減損損失（10,626百万円）であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく

金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した価格であります。ただ

し、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられ

る指標に重大な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

  

  

 また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する平成22年３月期における損益は次の

とおりであります。 

  

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社及び一部の連結子

会社が使用する部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用（減価償

却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。 

  

 （追加情報） 

 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28日）

及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）

を適用しております。  

  

（賃貸等不動産関係）

  

 連結貸借対照表計上額（百万円）  
  当連結会計年度末 

  の時価（百万円）  前連結会計年度末 

  残高 

 当連結会計年度 

  増減額 

 当連結会計年度末 

  残高 

 賃貸等不動産 183,165 △19,498 163,666 199,332

 賃貸等不動産として

使用される部分を含

む不動産 

40,119 3,892 44,011 45,720

  
賃貸収益 

（百万円）  

賃貸費用 

（百万円）  

差額 

（百万円）  

その他（売却損益等）

（百万円）  

 賃貸等不動産  15,874 7,604 8,269 835

 賃貸等不動産として

使用される部分を含

む不動産 

3,512 2,259 1,253 －
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル事業……………建物、設備及び土地の賃貸、管理、運営 

(2）住宅事業……………居住用不動産の開発、販売及び賃貸 

(3）資産開発事業………収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント 

(4）その他の事業………不動産の仲介、建物設備の保守管理・改修請負工事、保険代理店事業、介護付有料老

人ホーム事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,272百万円であり、いずれも

その主なものは、当社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、35,921百万円であり、いずれもその主なもの

は、当社の現金及び預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 当連結会計年度より事業の種類別セグメントの名称を「ビル賃貸事業」から「ビル事業」に、「資産開発・

証券化事業」から「資産開発事業」にそれぞれ変更しております。 

７ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、機械装置の耐用年数について

は、法人税法の改正に伴い当連結会計年度より、改正後の耐用年数を適用しております。これにより従来の

方法に比べて当連結会計年度における営業利益は、ビル事業が99百万円減少しております。なお、これ以外

の各部門への影響は軽微であります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ビル事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開発
事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益               

営業収益               

(1）外部顧客に対する営業収

益 
 25,634  9,571  14,608  2,120  51,935  -  51,935

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
 28  0  161  1,763  1,953  (1,953)  - 

計  25,663  9,571  14,770  3,883  53,888  (1,953)  51,935

営業費用  17,665  13,431  8,610  3,961  43,669  (732)  42,937

営業利益（又は営業損失)  7,997  △3,860  6,160  △77  10,219  (1,221)  8,998

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
              

資産  194,355  34,611  51,628  1,950  282,545  34,893  317,439

減価償却費  4,951  232  439  46  5,670  (3)  5,666

資本的支出  10,193  77  602  6  10,879  (19)  10,859
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル事業……………建物、設備及び土地の賃貸、管理、運営 

(2）住宅事業……………居住用不動産の開発、販売及び賃貸 

(3）資産開発事業………収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント 

(4）その他の事業………不動産の仲介、建物設備の保守管理・改修請負工事、保険代理店事業、介護付有料老

人ホーム事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,184百万円であり、いずれも

その主なものは、当社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、52,663百万円であり、いずれもその主なもの

は、当社の現金及び預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
ビル事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開発
事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益               

営業収益               

(1）外部顧客に対する営業収

益 
 17,963  12,337  9,095  2,608  42,004  -  42,004

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
 26  0  162  1,532  1,721  (1,721)  - 

計  17,989  12,337  9,258  4,140  43,726  (1,721)  42,004

営業費用  9,893  14,116  8,428  4,024  36,463  (604)  35,858

営業利益（又は営業損失)  8,096  △1,778  829  116  7,263  (1,117)  6,145

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
              

資産  192,964  29,445  27,655  1,575  251,641  51,815  303,456

減価償却費  4,483  199  326  43  5,053  1  5,054

減損損失  3,325  -  7,301  -  10,626  -  10,626

資本的支出  10,218  412  586  5  11,223  (3,372)  7,850
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 454.57円 

１株当たり当期純利益金額 5.81円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
5.12円 

１株当たり純資産額 392.14円 

１株当たり当期純損失金額 58.50円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。  

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損

失金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  862  △8,706

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
 862  △8,706

普通株式の期中平均株式数（千株）  148,489  148,830

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

普通株式増加数（千株）  20,114  －

（うち新株予約権付社債）（千株）  (20,114)  －

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,565 13,697

営業未収入金 1,214 407

有価証券 7,028 21,547

販売用不動産 9,276 9,812

仕掛販売用不動産 16,723 7,755

営業出資 11,292 3,841

前払費用 351 148

繰延税金資産 165 3,970

未収収益 0 0

短期貸付金 209 170

未収入金 7 1,830

立替金 35 40

仮払金 3 3

貸倒引当金 △37 △84

流動資産合計 66,835 63,140

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2  134,476 ※2  135,619

減価償却累計額 △52,270 △55,094

建物（純額） ※2  82,206 ※2  80,525

構築物 1,563 1,690

減価償却累計額 △1,150 △1,157

構築物（純額） 413 532

機械及び装置 1,437 1,523

減価償却累計額 △905 △989

機械及び装置（純額） 532 533

車両運搬具 22 22

減価償却累計額 △16 △18

車両運搬具（純額） 5 3

工具、器具及び備品 1,175 1,230

減価償却累計額 △818 △911

工具、器具及び備品（純額） 356 319

土地 ※1,※2  130,272 ※1,※2  121,168

建設仮勘定 1,557 458

有形固定資産合計 215,343 203,540

無形固定資産   

借地権 5,803 5,681

商標権 5 5

ソフトウエア 31 71

電話加入権 9 9

施設利用権 16 14

無形固定資産合計 5,867 5,782
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 6,164 10,583

関係会社株式 1,617 2,280

その他の関係会社有価証券 3,392 4,961

出資金 2 2

繰延税金資産 878 3,577

従業員に対する長期貸付金 8 3

破産更生債権等 823 823

長期前払費用 798 944

差入保証金 811 478

保険積立金 91 91

貸倒引当金 △841 △848

投資その他の資産合計 13,746 22,898

固定資産合計 234,956 232,221

繰延資産   

社債発行費 209 279

繰延資産合計 209 279

資産合計 302,002 295,641

負債の部   

流動負債   

支払手形 509 223

営業未払金 1,669 1,118

1年内償還予定の社債 ※2  20,370 ※2  18,250

短期借入金 26,170 28,950

1年内返済予定の長期借入金 ※2  12,974 ※2  26,438

未払金 143 39

未払費用 196 259

未払法人税等 1,165 －

未払消費税等 676 －

前受金 1,265 1,002

預り金 519 ※2  557

賞与引当金 193 154

流動負債合計 65,851 76,992

固定負債   

社債 ※2  44,430 ※2  39,440

転換社債型新株予約権付社債 20,000 20,000

長期借入金 ※2  75,348 ※2  70,244

長期預り敷金保証金 ※2  21,494 ※2  19,841

再評価に係る繰延税金負債 ※1  6,249 ※1  10,185

長期未払金 380 231

退職給付引当金 610 520

固定負債合計 168,512 160,463

負債合計 234,364 237,456
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,797 15,797

資本剰余金   

資本準備金 14,025 14,025

利益剰余金   

利益準備金 1,453 1,453

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 1,211 1,169

特別償却準備金 24 388

研究開発積立金 30 30

別途積立金 25,615 25,615

繰越利益剰余金 1,661 △14,588

利益剰余金合計 29,996 14,067

自己株式 △366 △373

株主資本合計 59,453 43,518

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △925 △178

土地再評価差額金 ※1,※3  9,109 ※1,※3  14,846

評価・換算差額等合計 8,184 14,667

純資産合計 67,637 58,185

負債純資産合計 302,002 295,641
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業収益   

ビル事業収益 25,602 17,947

住宅事業収益 9,542 12,317

資産開発事業収益 13,669 7,865

その他の事業収益 19 87

営業収益合計 48,834 38,218

売上原価   

ビル事業原価 17,252 9,413

住宅事業原価 11,309 13,008

資産開発事業原価 7,703 5,011

売上原価合計 ※1  36,265 ※1  27,433

売上総利益 12,569 10,785

販売費及び一般管理費   

販売費 909 833

不動産賃借料 8 9

建物管理費 16 16

建物保険料 0 0

光熱費 10 9

減価償却費 71 69

租税公課 228 173

役員報酬 229 212

給料及び手当 548 529

賞与引当金繰入額 113 94

役員退職慰労引当金繰入額 19 －

退職給付費用 138 13

福利厚生費 118 118

消耗品費 72 73

株式社債事務費 131 139

旅費及び交通費 77 62

通信費 17 15

保険料 0 0

会議費 33 31

交際費 42 34

広告宣伝費 50 34

支払手数料 386 540

貸倒引当金繰入額 805 47

雑費 33 7

販売費及び一般管理費合計 4,064 3,067

営業利益 8,505 7,717
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 4 6

有価証券利息 10 14

受取配当金 276 247

業務受託料 91 99

還付加算金 57 －

雑収入 11 24

営業外収益合計 451 393

営業外費用   

支払利息 1,840 2,149

社債利息 922 918

社債発行費償却 27 68

貸倒引当金繰入額 18 6

雑損失 61 171

営業外費用合計 2,869 3,314

経常利益 6,087 4,796

特別利益   

固定資産売却益 ※2  10 ※2  2,481

投資有価証券売却益 － 235

特別利益合計 10 2,717

特別損失   

固定資産売却損 － ※3  1,645

固定資産除却損 ※3  46 ※4  1,265

建物設備解体費 ※4  192 ※5  192

投資有価証券評価損 ※5  3,662 －

営業出資評価損 － ※6  4,607

減損損失 － ※7  10,626

その他 244 1,097

特別損失合計 4,145 19,435

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,952 △11,922

法人税、住民税及び事業税 1,263 9

法人税等調整額 △473 △3,080

法人税等合計 790 △3,070

当期純利益又は当期純損失（△） 1,161 △8,851
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,238 15,797

当期変動額   

新株の発行 558 －

当期変動額合計 558 －

当期末残高 15,797 15,797

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 13,466 14,025

当期変動額   

新株の発行 558 －

当期変動額合計 558 －

当期末残高 14,025 14,025

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,453 1,453

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,453 1,453

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,253 1,211

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △42 △42

当期変動額合計 △42 △42

当期末残高 1,211 1,169

特別償却準備金   

前期末残高 80 24

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － 375

特別償却準備金の取崩 △56 △11

当期変動額合計 △56 363

当期末残高 24 388

研究開発積立金   

前期末残高 30 30

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 30 30

別途積立金   

前期末残高 25,615 25,615

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,615 25,615
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,115 1,661

当期変動額   

剰余金の配当 △1,625 △1,339

固定資産圧縮積立金の取崩 42 42

特別償却準備金の積立 － △375

特別償却準備金の取崩 56 11

当期純利益又は当期純損失（△） 1,161 △8,851

自己株式の処分 △4 △0

土地再評価差額金の取崩 △83 △5,737

当期変動額合計 △453 △16,250

当期末残高 1,661 △14,588

利益剰余金合計   

前期末残高 30,548 29,996

当期変動額   

剰余金の配当 △1,625 △1,339

当期純利益又は当期純損失（△） 1,161 △8,851

自己株式の処分 △4 △0

土地再評価差額金の取崩 △83 △5,737

当期変動額合計 △551 △15,928

当期末残高 29,996 14,067

自己株式   

前期末残高 △340 △366

当期変動額   

自己株式の取得 △34 △7

自己株式の処分 8 0

当期変動額合計 △25 △6

当期末残高 △366 △373

株主資本合計   

前期末残高 58,913 59,453

当期変動額   

新株の発行 1,117 －

剰余金の配当 △1,625 △1,339

当期純利益又は当期純損失（△） 1,161 △8,851

自己株式の取得 △34 △7

自己株式の処分 3 0

土地再評価差額金の取崩 △83 △5,737

当期変動額合計 540 △15,935

当期末残高 59,453 43,518
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △801 △925

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △123 746

当期変動額合計 △123 746

当期末残高 △925 △178

土地再評価差額金   

前期末残高 9,025 9,109

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 5,737

当期変動額合計 83 5,737

当期末残高 9,109 14,846

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,224 8,184

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40 6,483

当期変動額合計 △40 6,483

当期末残高 8,184 14,667

純資産合計   

前期末残高 67,137 67,637

当期変動額   

新株の発行 1,117 －

剰余金の配当 △1,625 △1,339

当期純利益又は当期純損失（△） 1,161 △8,851

自己株式の取得 △34 △7

自己株式の処分 3 0

土地再評価差額金の取崩 △83 △5,737

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40 6,483

当期変動額合計 500 △9,452

当期末残高 67,637 58,185
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 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定。）を採

用しております。 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

同左 

ｂ 時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

ｂ 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法を採用しております。 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左  

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）… 

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）… 

 定率法を採用しております。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビル及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

同左 

  

建物及び構築物        ８～50年 

機械及び装置、車両運搬具   ６～10年 

工具、器具及び備品      ５～15年 

  

 なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均等償却する方法に

よっております。 

  

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、機械及び装置の耐用年数につ

いては、当事業年度より改正後の耐用年数を適用してお

ります。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益は100百万円減少しております。 

──────  
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前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

無形固定資産（リース資産を除く）… 無形固定資産（リース資産を除く）… 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

同左 

  リース資産… 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  リース資産… 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 社債の償還までの期間にわたり定額法により償却

しております。 

４ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

５ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

役員賞与引当金  

  役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

役員賞与引当金  

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

賞与引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務から年金資産の公正な

評価額を控除した額を計上しております。 

退職給付引当金 

同左 
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前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方法 ６ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理の要件を満たし

ておりますので特例処理を採用しております。 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

  

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしておりま

すので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。 

  

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当

期の費用として処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

会計処理方法の変更

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） ──────  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益へ

の影響はありません。   
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表示方法の変更

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

 （貸借対照表） ────── 

 敷金及び保証金 

 従来区分掲記しておりました「保証金」及び「敷金」

につきましては、その実態・性質を鑑み当事業年度よ

り、「長期預り敷金保証金」として表示しております。

なお当事業年度末における「保証金」及び「敷金」の残

高はそれぞれ4,005百万円、17,488百万円であります。  

   

 （損益計算書） 

 従来、区分掲記しておりました「土地賃借料」及び

「建物設備賃借料」につきましては、その実態・性質を

鑑み当事業年度より、「不動産賃借料」として表示して

おります。なお当事業年度における「土地賃借料」及び

「建物設備賃借料」はそれぞれ8百万円、0百万円であり

ます。   

  

追加情報

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 資産の保有目的の変更 

 従来流動資産として計上されていた「販売用不動産」及

び「仕掛販売用不動産」12,307百万円を、保有目的の変更

により当事業年度末に「土地」及び「建物」等に振替えて

おります。 

──────  

  

２ 役員退職慰労金制度の廃止  

 平成20年６月開催の株主総会決議において、役員退職慰

労金制度の廃止及び同退職慰労金の退任時における打切り

支給につき承認を受けております。これに伴い、「役員退

職慰労引当金」の残高を全額取り崩し、打切り支給額の未

払い分380百万円については固定負債の「長期未払金」に

表示しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 保証債務 １ 保証債務 

次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。 次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。

子会社及び関連会社     

平和ヘルスケア（株） 100百万円 

その他     

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者 
430百万円 

計 530百万円 

子会社及び関連会社     

平和サービス（株） 100百万円 

平和ヘルスケア（株） 100百万円 

㈲スターワンリアルティ  2,900百万円

その他     

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者 
430百万円 

計 3,530百万円 

２ ※１ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月

31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３

月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行っており、当該評価差額に係る

税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

２ ※１ 同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に、合理的な調整を

行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日   

平成13年３月31日 

３ ※２ 担保に供している資産並びに担保付債務 ３ ※２ 担保に供している資産並びに担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

建物 19,971百万円 

土地 28,155百万円 

計 48,127百万円 

建物 22,932百万円 

土地 35,254百万円 

計 58,187百万円 

(2）担保付債務 (2）担保付債務 

１年内償還予定の社債

（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 
1,340百万円 

社債（銀行保証付無担保

社債） 

4,430百万円 

長期借入金 12,820百万円 

長期預り敷金保証金 4,865百万円 

計 24,025百万円 

１年内償還予定の社債

（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 
7,253百万円 

預り金  141百万円

社債（銀行保証付無担保

社債） 

3,860百万円 

長期借入金 9,567百万円 

長期預り敷金保証金 4,723百万円 

計 26,115百万円 

４ ※３ 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

４ ※３ 同左 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

                   5,328百万円  

１ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産等評価損が売上原価に

含まれております。 

                   百万円  4,052

２ ※２ 固定資産売却益の内訳 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳 

フロール巣鴨（9戸） 

土地建物 

6百万円 

その他 3百万円 

計 10百万円 

茅場町平和ビル土地建物 百万円2,465

学芸大学グランフォート

（1戸）土地建物 

百万円11

フロール巣鴨（15戸）土

地建物 

百万円4

計 百万円2,481

  ３ ※３ 固定資産売却損の内訳 

  紀繁ビル土地建物 1,645百万円 

計 1,645百万円 

３ ※３ 固定資産除却損の内訳 ４ ※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 43百万円 

工具、器具及び備品他 3百万円 

計 46百万円 

一番町平和ビル建物設備

他 

1,225百万円 

その他 40百万円 

計 1,265百万円 

 ４ ※４ 建物設備解体費の内訳  ５ ※５ 建物設備解体費の内訳 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地下部分解体工

事 

192百万円 

計  192百万円 

一番町平和ビル解体工事 192百万円 

計  192百万円 

５ ※５ 投資有価証券評価損の内訳 ６ ※６ 営業出資評価損の内訳 

上場株式（14銘柄）    3,158百万円 

非上場株式（2銘柄） 504百万円 

計 3,662百万円 

特定目的会社への優先出

資    

4,607百万円 

計 4,607百万円 

  ７ ※７ 減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。  

  地域 主な用途 種類  減損損失 

首都圏 賃貸ビル２棟
土地及び建

設仮勘定  
 百万円 7,501

その他 賃貸ビル２棟
土地及び建

物  
 百万円 3,125

  ※地域ごとの減損損失の内訳 

・首都圏7,501（内、土地6,523、建設仮勘定978） 

 百万円 

・その他3,125（内、土地2,328、建物797）百万円

  当社は、他の資産または資産グループのキャッシュ・

フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行ってお

ります。 

  当事業年度において、賃貸不動産に係る賃料水準の大

幅な下落及び継続的な地価の下落により、収益性が著

しく低下している賃貸不動産４件の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（10,626百
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加93,781株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少14,598株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

  

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加26,654株は、単元未満株式の買取による増加であります。     

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,247株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。   

万円）として特別損失に計上しました。  

  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、主として不動産鑑定士による

鑑定評価額を使用しております。  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）１、２  578,396  93,781  14,598  657,579

合計  578,396  93,781  14,598  657,579

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）１、２  657,579  26,654  1,247  682,986

合計  657,579  26,654  1,247  682,986
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（リース取引関係）

（有価証券関係）
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

（税効果会計関係）

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 454.41円 

１株当たり当期純利益金額 7.82円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
6.89円 

１株当たり純資産額 390.98円 

１株当たり当期純損失金額 59.47円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。  

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  1,161  △8,851

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 1,161  △8,851

普通株式の期中平均株式数（千株）  148,489  148,830

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

普通株式増加数（千株）  20,114  －

（うち新株予約権付社債）（千株）  (20,114)  －

（重要な後発事象）
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